	                  　　　　農地法第５条第１項の規定による許可申請書
                                                        　　　　　　　年　　月　　日
美浦村農業委員会会長　　殿
                                                譲 受 人　氏名     　　          　　   印
                                               （賃借人）
                                                譲 渡 人　氏名　　　　                  印
                                               （賃貸人）

　　

　　

　　下記によって，農地（採草放牧地）を転用する目的で「         　　　　　　　　   」したいので農地法第５条第１項の規定により許可を申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

	１　申請書の
    氏　　名
    （名称）
    住　　所
    職　　業
	　当　事　者
	　氏　　　名
   （名称）
	年齢
	職　　業
	住　　所
	備　　　考

	
	譲　受　人
（賃借人）
	
	
	
	電話
	

	
	譲　渡　人
  （賃貸人）
	
	
	
	電話
	

	２　用　　途
	

	３　許可を受
　　けようと
    する土地
    の表示等
	 土地の所在
	地番
	  地　　目
	面積
(㎡)
	利用
状況
	10a当
普 通
収穫高
	所有者
氏　名
(名称)
	耕　作
(利用)
者氏名
(名称)
	備　考

	
	郡市町村
大　　字
	字
	
	登記簿
	現況
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	４　転用計画
	(1)　転用事由の概要
      譲受人（賃借人）事由
      譲渡人（賃貸人）事由

	
	(2)　転用の
     時　期
	工事着手　　　　年　月　日
	事業又は施設の操業又は利用時間
　　　　年　 月　　日から　 年間

	
	
	工事完成　　　　年　月　日
	

	
	(3)　転用の
     目的に
     係る事
　　 業又は
     施設の
     概要
	建 築 物
(又は工
作物)の
名称及び
構　　造
	建築物の
総 棟 数
(又は工
作物の総数)
	１棟の建築 面 積(又は工作物の面積)    
	総建築面
積（又は
工作物の
総面積)

	所要面積
	備　　　考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	５　権利を移転
    (設定)しよ
    うとする契　　約の内容
	契約日　　　　　年　　月　　日
・売買　（単価　　　　　　円/㎡×　　　　㎡＝　　　　　　　円）
・賃貸借（年　　　　　　　円/㎡×　　　　㎡＝　　　　　　　円）
・贈与
・使用貸借

	６　資金調達に
    ついての計　　画
	調達資金

自己資金（　　　　　　　　　円）

借入金　（　　　　　　　　　円）

合計　　（　　　　　　　　　円）
	必要資金

　用地代（　　　　　　　　　　　円）

　建築費（　　　　　　　　　　　円）

　造成費（　　　　　　　　　　　円）

　その他（　　　　　　　　　　　円）

合計　（　　　　　　　　　　　円）

	７　転用するこ　　とによって
    生じる付近　　の土地，作　　　物，家畜等　　　の被害の有　　無及び防除　　施設の概要
	①　農地等に対する処置の概要　　　同意書　　有　無　不要

②　取水　　　水道　　　井戸

③　雨水排水　敷地内（浸透）　下水道　　排水路　

④　雑排水　　浄化槽（汲取・放流）　下水道　　その他（　　　　　　　　　　　）

⑤　汚水処理　浄化槽（汲取・放流）　下水道　　その他（　　　　　　　　　　　）

⑥　道路　　　公道（許可済・申請中）　私道　　その他（　　　  　　　　　　　）

⑦　その他

	８　その他参考となるべき事項
	


農地法第５条転用許可申請書添付書類

添付部数　原本1部　※証明書類は、申請前３ヶ月以内の原本とする
	1
	申請人の住民票（他市町村に住所のある場合）

	2
	代理人提出の場合は委任状

	3
	申請地の登記事項証明書〈全部事項証明書〉

	4
	土地登記簿名義人住所等と申請人住所等が異なる場合は、同一人であることの証明書

	5
	小作地を借受人が転用申請する場合は所有者の同意書

	6
	法第３条第1項本文に掲げる権利を有する者等の同意書

	7
	登記名義人が死亡している場合、相続関係（土地の所有関係）が確認できる書面

	8
	事業運営に必要な免許等の写し

	9
	申請地位置図（1／25000程度）

	10
	申請地公図の写し（隣接の所有者･地番･面積を記入）（事業区域を色枠で表示）

	11
	申請地付近状況図（1／2000程度）（申請地を中心に周辺の土地利用が分かるもの）

	12
	事業計画書（下記参照）

	13
	配置図（土地利用計画図）（1/300～1/600で）

	14
	埋立等事業計画書・設計図（県及び村の残土条例に該当する場合）

	15
	建物等施設の立面図・平面図（縮尺1／200～1／300）

	16
	水利権者等の同意書（取・排水について、下水道課・土地改良区・都市建設課の同意が必要な場合）

	17
	見積書

	18
	資金計画に関する書面（預貯金残高証明書、通帳の写し、融資（見込み）証明書　等）

	19
	承諾書（親子間で、資金の融資等がある場合）

	20
	農振農用地区域内における意見書　（農振農用地区域内における一時転用の場合）　【経済課】

	21
	開発行為又は建築許可書の写し（それぞれ、適用が必要な場合）　【都市建設課】

	22
	道路法申請書の写し（道路法24条、32条等の適用がある場合）　【都市建設課】

	23
	賃貸借（贈与・使用貸借）契約書の写し　（それぞれの契約による場合）

	24
	入札調書（5条・競売等による単独申請である場合に添付）

	25
	他法令許認可申請書の写し又は申請状況を説明した書面

	用途が資材置場・駐車場の場合

	1
	既存施設利用状況の説明書（既存施設の写真を添付し、所在、面積、利用方法を具体的に記入）

	2
	位置関係図（申請地、事業所、既存施設を記載）

	3
	事業経歴書

	4
	事業実績書（資材置場の場合）

	5
	数量（品目、台数）算定根拠説明書

	再生可能エネルギー発電設備の場合

	1
	電気事業者から発行された接続の同意を証する書類の写し

	2
	経済産業省又は（一社）太陽光発電協会の事業計画認定通知の写し

	
	

	申請者が法人又は団体の場合

	1
	定款

	2
	法人登記簿謄本

	3
	事業概要書

	4
	規約


　申請書の受付期限は毎月２５日です。（休業日の場合は前平日）
事業計画に関する書面
· 　以下の項目に従って作成してください、該当がない項目については、該当がない旨を記入してください。
ア　計画施設内容（施設内容及び事業を行う理由、必要性を詳細に記入する。）
イ　候補地の検討
１　事業の目的、必要性
　　（１）事業の目的
　　（２）事業の必要性
２　当該地を選定した理由
３　候補地（申請地を含む）として選定した土地の概要及び検討結果
　　（１）候補地を選定した要件（条件）
　　　※　施設を設置する上での要件（条件）　≪建築物を建てる場合に追加する≫
（例）事業目的を達成する上で必要な条件として、以下のことを満たしている土地において候補地を選定した。
①必要最小限の面積を確保できること
②○○法の○○基準を満たすこと
③・・・・・を満たすこと
④周辺農地に支障がないこと　　等
（２）候補地とした土地の概要及び結果　（申請地を含め、最低でも３箇所程記入）
　　　【候補地Ａ】
　　　　①　土地の所在　　　美浦村大字○○字○○　（候補地位置図Ａ参照）
　　　　　②　土地の面積　　　　　　　　　㎡
　　　　　③　農振法との関係　　農業振興地域　　内・外　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　農用地区域　　　内・外
　　　　　④　都市計画との関係　　都市計画区域内  　内・外
　　　　　　　　　　　　　　　　　区域の種類　　市街化区域・市街化調整区域
　　　　　　（土地の状況）
　　　　　　（周辺農地への影響）
　　　　　　（検討結果）
　　　　　　　例　・選定外　所有者に断られたため　

周辺農地に被害がでてしまうため　等
　　　　　　　　　・選定　　周辺農地への影響がなく、申請者の許可が得られたため　等
　　　　【候補地Ｂ】
４　添付書類
　　　候補地位置図は、別添資料の通りです。
ウ　地目別面積
エ　申請に係る農地と一体として利用する農地以外の土地の権利の取得見込み
オ　用水・排水・調整池計画
カ　防災計画（工事中・施工後）
キ　周辺農地の営農条件への被害防除対策
（農業用用排水施設、日照。通風への影響、土砂流出防止等）
ク　隣地農地所有者・耕作者への説明状況等
ケ　一時転用期間の説明（必要最少限度の期間であることの説明）
コ　その他（離農措置等）事業が必要になった理由を詳細に記入
	委任状　および　確認書

　　　　　　　　　　　　　　　　　代理人　住　　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　行政書士氏名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録番号　　　第　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

（委任状）

私は、上記の者を代理人と定め、農地法第5条第１項の規定による所有権移転（賃借権設定）をともなう農地転用申請をしたいので、下記の事項に関する権限を委任する。

（確認書）

また、上記代理人が行った農地法第5条第１項の規定による農地転用申請について、その申請書に記載された内容を了解し、その内容に従って事業を行うことを確認致します。

記

　　　　　　　　　　１　委任する業務

　　　　　　　　　　　　　　申請に係る届出人の個人情報の提出

　　　　　　　　　　　　　　申請書の作成

　　　　　　　　　　　　　　申請書の提出

　　　　　　　　　　　　　　申請書の補正

　　　　　　　　　　　　　　許可書の受取り

　　　　　　　　　　２　不動産の表示

　　　　　　　　　　　　　　美浦村

　　　　　　　　　　　　　　登記地目　

　　　　　　　　　　　　　　地積　　　　　　　㎡

　

　　　　　　　　　　３　転用の目的

　　　　　　　　　　　　　　・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　譲受人　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　譲渡人　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印




委任状および確認書は、申請書と同じ印鑑を押印してください。

氏名は、個人の場合は本人。法人の場合は代表者の自署でお願いします。

個人情報保護のため、代理人以外の方は、許可書の受取りは出来ません。

「行政書士」以外の者が、官公署に提出する書類の作成および手続き代理などを業務として行うことは、法律で禁じられています。（判例では、無報酬でも反復・継続すること、および、その意思が明確であれば１回の行為でも業務とみなされます。）

